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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）主としてシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体３５～９０質量％、
（ｂ）ポリオレフィン及び（ｃ）ガラス繊維からなり、上記（ｂ）成分と（ｃ）成分の合
計が６５～１０質量％である樹脂材料であって、以下の（１）～（３）を満たす樹脂材料
からなる電子部品。
（１）１０ギガヘルツにおける比誘電率が３．５以下、又は１０ギガヘルツにおける誘電
正接が０．００６以下であること。
（２）融点が２４０℃以上であること。
（３）比重が１．５以下であること。
【請求項２】
　請求項１に記載の電子部品が、樹脂材料に金属層を配してなるものである電子部品。
【請求項３】
　電子部品が、回路基板，アンテナ，アンテナ端子，同軸コネクター，コネクター等の高
周波部品，高周波を用いた加熱機器から選ばれたものである請求項１又は２に記載の電子
部品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電子部品に関し、詳しくは、主としてシンジオタクチック構造を有するスチレ
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ン系重合体（以下、単に「シンジオタクチックポリスチレン」又は「ＳＰＳ」と呼ぶこと
がある。）又はその樹脂組成物からなり、特定の性質を有する電子部品に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、携帯電話や種々のＡＶ機器、パソコンのような電子機器が発達し、それらは我々の
生活に供され深く浸透しつつあるが、これらの電子機器には、回路基板，アンテナ，アン
テナ端子，同軸コネクター，コネクター等、多岐にわたる数多くの電子部品が用いられて
いる。
【０００３】
これらの電子部品においては、実用上様々な性能が要求されている。即ち、電子部品本来
の性能にかかわる要求として、電子回路における演算速度の速さという点から電子信号の
伝達速度が速いこと、また発生するエネルギーロスの低減という観点から電気信号の伝達
ロスが少ないこと等である。
ところで、これらの電子部品は概ね樹脂と金属から構成されているが、上記の性能は樹脂
のもつ電気特性に深く関係している。即ち、樹脂の持つ誘電率や誘電損失の大小が電気信
号の伝達速度や電気信号ロスに大きく影響を与えるものであり、特に高周波帯におけるこ
れらの値はできるかぎり小さいことが望まれている。また、電子部品の製作時における耐
ハンダ特性、耐熱性も樹脂に要求される大きな性質である。さらに、電気的特性のみなら
ず、強度等、成形材料として要求される基本的な機械物性も十分なものであることが必要
である。
【０００４】
従来、かかる樹脂としては、フッ素系樹脂，ポリエチレン等のポリオレフィン，ポリアリ
ーレンスルフィド樹脂等が用いられてきた。しかしながら、フッ素系樹脂は性能はある程
度満足するものの、射出成形性が良好でないため、形状を自由に設定することができない
という問題があり、さらには重さが比較的重いため携帯電話等の用途には向かないという
問題や、高価という点でも不満足なものであった。また、ポリオレフィンは耐熱性が十分
ではなく、ポリアリーレンスルフィド樹脂は誘電率等の電気特性が十分ではないという問
題があった。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は上記観点からなされたものであって、電気特性に優れ、軽量であり、さらに強度
等の機械物性にも優れた電子部品を提供することを目的とするものである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、鋭意研究を重ねた結果、主としてシンジオタクチック構造を有するスチレ
ン系重合体及び該重合体を含む樹脂組成物からなる材料を用いた電子部品が、電気特性に
優れ、軽量でありつつ、さらに強度等の機械物性にも優れることを見出した。また、これ
らの樹脂材料は耐熱性に極めて優れることから、耐ハンダ性等、電子部品製作時に有利で
あることを見出した。本発明はかかる知見に基づいて完成したものである。
【０００７】
　即ち、本発明は、以下の電子部品を提供するものである。
（ａ）主としてシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体３５～９０質量％、（
ｂ）ポリオレフィン及び（ｃ）ガラス繊維からなり、上記（ｂ）成分と（ｃ）成分の合計
が６５～１０質量％である樹脂材料であって、以下の（ア）～（ウ）を満たす樹脂材料か
らなる電子部品。
（ア）１０ギガヘルツにおける比誘電率が３．５以下、又は１０ギガヘルツにおける誘電
正接が０．００６以下であること。
（イ）融点が２４０℃以上であること。
（ウ）比重が１．５以下であること。
【０００８】
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（２）上記（１）に記載の電子部品が、樹脂材料に金属層を配してなるものである電子部
品。
（３）電子部品が、回路基板，アンテナ，アンテナ端子，同軸コネクター，コネクター等
の高周波部品，高周波を用いた加熱機器から選ばれたものである上記（１）又は（２）に
記載の電子部品。
【０００９】
【発明の実施の形態】
以下に、本発明の実施の形態について説明する。
Ｉ．本発明にかかる電子部品に用いられる好適な材料
本発明にかかる電子部品は、その好適な材料として、以下に記す主としてシンジオタクチ
ック構造を有するスチレン系重合体又は該スチレン系重合体を含む樹脂組成物が用いられ
る。
１．主としてシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体
主としてシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体におけるシンジオタクチック
構造とは、立体化学構造がシンジオタクチック構造、即ち炭素－炭素結合から形成される
主鎖に対して側鎖であるフェニル基が交互に反対方向に位置する立体構造を有するもので
あり、そのタクティシティーは同位体炭素による核磁気共鳴法(13C-NMR) により定量され
る。１３Ｃ－ＮＭＲ法により測定されるタクティシティーは、連続する複数個の構成単位
の存在割合、例えば２個の場合はダイアッド、３個の場合はトリアッド、５個の場合はペ
ンタッドによって示すことができるが、本発明にいう主としてシンジオタクチック構造を
有するスチレン系重合体とは、通常はラセミダイアッドで７５％以上、好ましくは８５％
以上、若しくはラセミペンタッドで３０％以上、好ましくは５０％以上のシンジオタクテ
ィシティーを有するポリスチレン、ポリ（アルキルスチレン）、ポリ（アリールスチレン
）、ポリ( ハロゲン化スチレン) 、ポリ( ハロゲン化アルキルスチレン) 、ポリ（アルコ
キシスチレン）、ポリ（ビニル安息香酸エステル）、これらの水素化重合体およびこれら
の混合物、あるいはこれらを主成分とする共重合体を指称する。なお、ここでポリ（アル
キルスチレン）としては、ポリ（メチルスチレン）、ポリ（エチルスチレン）、ポリ（イ
ソピルスチレン）、ポリ（ターシャリーブチルスチレン）等であり、ポリ（アリールスチ
レン）としては、ポリ（フェニルスチレン）、ポリ（ビニルナフタレン）、ポリ（ビニル
スチレン）などがあり、ポリ（ハロゲン化スチレン）としては、ポリ（クロロスチレン）
、ポリ（ブロモスチレン）、ポリ（フルオロスチレン）などがある。また、ポリ（ハロゲ
ン化アルキルスチレン）としては、ポリ（クロロメチルスチレン）など、またポリ（アル
コキシスチレン）としては、ポリ（メトキシスチレン）、ポリ（エトキシスチレン）など
がある。
【００１０】
なお、これらのうち好ましいスチレン系重合体としては、ポリスチレン、ポリ（ｐ－メチ
ルスチレン）、ポリ（ｍ－メチルスチレン）、ポリ（ｐ－ターシャリープチルスチレン）
、ポリ（ｐ－クロロスチレン）、ポリ（ｍ－クロロスチレン）、ポリ（ｐ－フルオロスチ
レン）、水素化ポリスチレン及びこれらの構造単位を含む共重合体が挙げられる。
【００１１】
このような主としてシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体は、例えば不活性
炭化水素溶媒中または溶媒の不存在下に、チタン化合物及び水とトリアルキルアルミニウ
ムの縮合生成物を触媒として、スチレン系単量体( 上記スチレン系重合体に対応する単量
体) を重合することにより製造することができる( 特開昭６２―１８７７０８号公報) 。
また、ポリ（ハロゲン化アルキルスチレン）については特開平１－４６９１２号公報、こ
れらの水素化重合体は特開平１－１７８５０５号公報記載の方法などにより得ることがで
きる。
【００１２】
尚、これらのシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体の中でも、本発明におい
ては、耐熱性及び機械的強度の点から、特にタクティシティがラセミペンタッドで７０％
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以上、重量平均分子量が５～８０万のものが好ましい。
２．シンジオタクチックポリスチレンを含む樹脂組成物
本発明にかかる電子部品用材料としては、上記シンジオタクチックポリスチレンだけでは
なく、シンジオタクチックポリスチレンを含む樹脂組成物も好適に用いることができる。
この樹脂組成物においては、樹脂成分として（ａ）シンジオタクチックポリスチレンが含
まれていることが必要であるが、強度等の機械物性の向上を図る意味から、さらに（ｂ）
ゴム状弾性体及び／又は主としてシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体以外
の熱可塑性樹脂と、（ｃ）無機充填材を含んでいることが望ましい。さらには、本発明の
目的を阻害しない範囲で各種の添加剤、例えば、アンチブロッキング剤、酸化防止剤、核
剤、帯電防止剤、プロセスオイル、可塑剤、離型剤、相溶化剤，難燃剤、難燃助剤、顔料
等を配合することができる。
【００１３】
また、上記各成分の混練については、▲１▼シンジオタクチックポリスチレン製造工程の
いずれかの段階においてブレンドし溶融混練する方法や、▲２▼組成物を構成する各成分
をブレンドし溶融混練する方法など様々な方法で行なえばよい。
（１）ゴム状弾性体
ゴム状弾性体の具体例としては、例えば、天然ゴム、ポリブタジエン、ポリイソプレン、
ポリイソブチレン、ネオプレン、ポリスルフィドゴム、チオコールゴム、アクリルゴム、
ウレタンゴム、シリコーンゴム、エピクロロヒドリンゴム、スチレン－ブタジエンブロッ
ク共重合体（ＳＢＲ）、水素添加スチレン－ブタジエンブロック共重合体（ＳＥＢ）、ス
チレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体（ＳＢＳ）、水素添加スチレン－ブタジ
エン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）、スチレン－イソプレンブロック共重合体
（ＳＩＲ）、水素添加スチレン－イソプレンブロック共重合体（ＳＥＰ）、スチレン－イ
ソプレン－スチレンブロック共重合体（ＳＩＳ）、水素添加スチレン－イソプレン－スチ
レンブロック共重合体（ＳＥＰＳ）、またはエチレンプロピレンゴム（ＥＰＭ）、エチレ
ンプロピレンジエンゴム（ＥＰＤＭ）、直鎖状低密度ポリエチレン系エラストマー等のオ
レフィン系ゴム、あるいはブタジエン－アクリロニトリル－スチレン－コアシェルゴム（
ＡＢＳ）、メチルメタクリレート－ブタジエン－スチレン－コアシェルゴム（ＭＢＳ）、
メチルメタクリレート－ブチルアクリレート－スチレン－コアシェルゴム（ＭＡＳ）、オ
クチルアクリレート－ブタジエン－スチレン－コアシェルゴム（ＭＡＢＳ）、アルキルア
クリレート－ブタジエン－アクリロニトリル－スチレン－コアシェルゴム（ＡＡＢＳ）、
ブタジエン－スチレン－コアシェルゴム（ＳＢＲ）、メチルメタクリレート－ブチルアク
リレート－シロキサンをはじめとするシロキサン含有コアシェルゴム等のコアシェルタイ
プの粒子状弾性体、またはこれらを変性したゴム等が挙げられる。
【００１４】
これらのゴム状弾性体の中でも、本発明においては、耐熱性及び誘電特性の点から水素添
加スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）が好ましい。
（２）シンジオタクチックポリスチレン以外の熱可塑性樹脂
シンジオタクチックポリスチレン以外の熱可塑性樹脂としては、直鎖状高密度ポリエチレ
ン、直鎖状低密度ポリエチレン、高圧法低密度ポリエチレン、アイソタクチックポリプロ
ピレン、シンジオタクチックポリプロピレン、ブロックポリプロピレン、ランダムポリプ
ロピレン、ポリブテン、１，２－ポリブタジエン、４－メチルペンテン、環状ポリオレフ
ィン及びこれらの共重合体に代表されるポリオレフィン系樹脂、アタクチックポリスチレ
ン、アイソタクチックポリスチレン、ＨＩＰＳ、ＡＢＳ、ＡＳ、スチレンーメタクリル酸
共重合体、スチレンーメタクリル酸・アルキルエステル共重合体、スチレンーメタクリル
酸・グリシジルエステル共重合体、スチレンーアクリル酸共重合体、スチレンーアクリル
酸・アルキルエステル共重合体、スチレンーマレイン酸共重合体、スチレンーフマル酸共
重合体に代表されるはじめとするポリスチレン系樹脂、ポリカーボネート、ポリエチレン
テレフタレート、ポリブチレンテレフタレートをはじめとするポリエステル系樹脂、ポリ
アミド６、ポリアミド６，６をはじめとするポリアミド系樹脂、ポリフェニレンエーテル
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、ポリアリーレンスルフィド，ポリ－４－フッ化エチレン（ＰＴＦＥ）等のフッ素化ポリ
エチレン系樹脂等公知のものから任意に選択して用いることができる。中でも、ポリエチ
レン、ポリプロピレン等のポリオレフィン又はポリフェニレンエーテルが好ましい。なお
、これらの熱可塑性樹脂は一種のみを単独で、または、二種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
（３）無機充填材
無機充填材としては、繊維状のものであると、粒状、粉状のものであるとを問わない。繊
維状充填材としては、例えば、ガラス繊維、炭素繊維、ウイスカ－等が挙げられる。形状
としてはクロス状、マット状、集束切断状、短繊維、フィラメント状、ウイスカ－等があ
る。
【００１５】
一方、粒状、粉状充填材としては、例えば、タルク、カ－ボンブラック、グラファイト、
二酸化チタン、シリカ、マイカ、炭酸カルシウウム、硫酸カルシウム、炭酸バリウム、炭
酸マグネシウム、硫酸マグネシウム、硫酸バリウム、オキシサルフェ－ト、酸化スズ、ア
ルミナ、カオリン、炭化ケイ素、金属粉末、ガラスパウダ－、ガラスフレ－ク、ガラスビ
－ズ等が挙げられる。
【００１６】
上記のような各種充填材の中でも、特にガラス充填材、例えばガラスパウダ－、ガラスフ
レ－ク、ガラスビ－ズ、ガラスフィラメント、ガラスファイバ－、ガラスロビング、ガラ
スマットが好ましい。
また、これらの充填材としては表面処理したものを用いてもよい。表面処理に用いられる
カップリング剤は、充填材と樹脂との接着性を良好にするために用いられるものであり、
いわゆるシラン系カップリング剤、チタン系カップリング剤等、従来公知のものの中から
任意のものを選択して用いることができる。
【００１７】
これらの無機充填材の中でも、本発明においては、機械的強度、表面平滑性、電気特性の
点から、特にガラス繊維、ウィスカー、ガラスパウダーが好ましい。
なお、これらの無機充填材については一種のみを単独で、または、二種以上を組み合わせ
て用いることができる。
（４）各種添加剤
本発明の目的を阻害しない限り、以下に例示する各種の添加剤を配合することができる。
【００１８】
▲１▼アンチブロッキング剤（ＡＢ剤）
アンチブロッキング剤としては、以下のような無機粒子又は有機粒子が挙げられる。
無機粒子としては、ＩＡ族、IIＡ族、IVＡ族、VIＡ族、VII Ａ族、VIII族、ＩＢ族、IIＢ
族、III Ｂ族、IVＢ族元素の酸化物、水酸化物、硫化物、窒素化物、ハロゲン化物、炭酸
塩、硫酸塩、酢酸塩、燐酸塩、亜燐酸塩、有機カルボン酸塩、珪酸塩、チタン酸塩、硼酸
塩及びそれらの含水化合物、それらを中心とする複合化合物及び天然鉱物粒子が挙げられ
る。
【００１９】
具体的には、弗化リチウム、ホウ砂（硼酸ナトリウム含水塩）等のＩＡ族元素化合物、炭
酸マグネシウム、燐酸マグネシウム、酸化マグネシウム（マグネシア）、塩化マグネシウ
ム、酢酸マグネシウム、弗化マグネシウム、チタン酸マグネシウム、珪酸マグネシウム、
珪酸マグネシウム含水塩（タルク）、炭酸カルシウム、燐酸カルシウム、亜燐酸カルシウ
ム、硫酸カルシウム（石膏）、酢酸カルシウム、テレフタル酸カルシウム、水酸化カルシ
ウム、珪酸カルシウム、弗化カルシウム、チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム
、炭酸バリウム、燐酸バリウム、硫酸バリウム、亜硫酸バリウム等のIIＡ族元素化合物、
二酸化チタン（チタニア）、一酸化チタン、窒化チタン、二酸化ジルコニウム（ジルコニ
ア）、一酸化ジルコニウム等のIVＡ族元素化合物、二酸化モリブデン、三酸化モリブデン
、硫化モリブデン等のVIＡ族元素化合物、塩化マンガン、酢酸マンガン等のVII Ａ族元素
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化合物、塩化コバルト、酢酸コバルト等のVIII族元素化合物、沃化第一銅等のＩＢ族元素
化合物、酸化亜鉛、酢酸亜鉛等のIIＢ族元素化合物、酸化アルミニウム（アルミナ）、水
酸化アルミニウム、弗化アルミニム、アルミナシリケート（珪酸アルミナ、カオリン、カ
オリナイト）等のIII Ｂ族元素化合物、酸化珪素（シリカ、シリカゲル）、石墨、カーボ
ン、グラファイト、ガラス等のIVＢ族元素化合物、カーナル石、カイナイト、雲母（マイ
カ、キンウンモ）、バイロース鉱等の天然鉱物の粒子が挙げられる。
【００２０】
有機粒子としては、テフロン、メラミン系樹脂、スチレン・ジビニルベンゼン共重合体、
アクリル系レジン及びおよびそれらの架橋体が挙げられる。
▲２▼酸化防止剤
酸化防止剤としてはリン系、フェノール系、イオウ系等公知のものから任意に選択して用
いることができる。なお、これらの酸化防止剤は一種のみを単独で、または、二種以上を
組み合わせて用いることができる。
【００２１】
▲３▼核剤
核剤としてはアルミニウムジ（ｐ－ｔ－ブチルベンゾエート）をはじめとするカルボン酸
の金属塩、メチレンビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェノール）アシッドホスフェートナ
トリウムをはじめとするリン酸の金属塩、タルク、フタロシアニン誘導体等、公知のもの
から任意に選択して用いることができる。なお、これらの核剤は一種のみを単独で、また
は、二種以上を組み合わせて用いることができる
▲４▼可塑剤
可塑剤としてはポリエチレングリコール、ポリアミドオリゴマー、エチレンビスステアロ
アマイド、フタル酸エステル、ポリスチレンオリゴマー、ポリエチレンワックス、シリコ
ーンオイル等公知のものから任意に選択して用いることができる。なお、これらの可塑剤
は一種のみを単独で、または、二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２２】
▲５▼離型剤
離型剤としてはポリエチレンワックス、シリコーンオイル、長鎖カルボン酸、長鎖カルボ
ン酸金属塩等公知のものから任意に選択して用いることができる。なお、これらの離型剤
は一種のみを単独で、または、二種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２３】
▲６▼プロセスオイル
本発明においては、さらにプロセスオイルを配合してもよい。
プロセスオイルは油種により、パラフィン系オイル、ナフテン系オイル、アロマ系オイル
に大別されるが、中でもパラフィン系オイルが好ましい。
プロセスオイルの粘度としては、４０℃での動粘度が１５～６００ｃｓが好ましく、１５
～５００ｃｓが更に好ましい。
【００２４】
なおこれらのプロセスオイルは一種のみを単独または、二種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
▲７▼相溶化剤
本発明でいう相溶化剤は、シンジオタクチックポリスチレンと熱可塑性樹脂及び／又はゴ
ム状弾性体との間の親和性を向上させ効果的に相溶化し、また、シンジオタクチックポリ
スチレンとガラス繊維との親和性を向上させるために配合する。具体的には、シンジオタ
クチックポリスチレンとの相溶性又は親和性を有し、かつ極性基を有する重合体が挙げら
れる。
【００２５】
ここでシンジオタクチックポリスチレンとの相溶性又は親和性を有する重合体とは、シン
ジオタクチックポリスチレンとの相溶性又は親和性を示す連鎖をポリマ－鎖中に含有する
ものをいう。これらの相溶性又は親和性を示す重合体としては、例えば、シンジオタクチ
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ックポリスチレン、アタクチックポリスチレン、アイソタクチックポリスチレン、スチレ
ン系共重合体、ポリフェニレンエ－テル、ポリビニルメチルエ－テル等を主鎖、ブロック
またはグラフト鎖として有するもの等が挙げられる。
【００２６】
また、ここでいう極性基とは、無機充填剤との接着性を向上させるものであればよく、具
体的には、酸無水物基、カルボン酸基、カルボン酸エステル基、カルボン酸塩化物基、カ
ルボン酸アミド基、カルボン酸塩基、スルホン酸基、スルホン酸エステル基、スルホン酸
塩化物基、スルホン酸アミド基、スルホン酸塩基、エポキシ基、アミノ基、イミド基、オ
キサゾリン基等が挙げられる。
【００２７】
この相溶化剤は溶媒、他樹脂の存在下、または非存在下、上記のシンジオタクチックポリ
スチレンと相溶性又は親和性を有する重合体と後述する変性剤を反応させることにより得
ることができる。変性剤としては、例えば、エチレン性二重結合と極性基を同一分子内に
含む化合物が使用できる。具体的には、無水マレイン酸、マレイン酸、マレイン酸エステ
ル、マレイミド及びそのＮ置換体、マレイン酸塩をはじめとするマレイン酸誘導体、フマ
ル酸、フマル酸エステル、フマル酸塩をはじめとするフマル酸誘導体、無水イタコン酸、
イタコン酸、イタコン酸エステル、イタコン酸塩をはじめとするイタコン酸誘導体、アク
リル酸、アクリル酸エステル、アクリル酸アミド、アクリル酸塩をはじめとするアクリル
酸誘導体、メタクリル酸、メタクリル酸エステル、メタクリル酸アミド、メタクリル酸塩
、グリシジルメタクリレ－トをはじめとするメタクリル酸誘導体等が挙げられる。その中
でも特に好ましくは無水マレイン酸、フマル酸、グリシジルメタクリレ－トが用いられる
。
【００２８】
変性には公知の方法が用いられるが、ロ－ルミル、バンバリ－ミキサ－、押出機等を用い
て１５０℃～３５０℃の温度で溶融混練し、反応させる方法、また、ベンゼン、トルエン
、キシレン等の溶媒中で加熱反応させる方法などを挙げることができる。さらにこれらの
反応を容易に進めるため、反応系にベンゾイルパ－オキサイド、ジ－ｔ－ブチルパ－オキ
サイド、ジクミルパ－オキサイド、ｔ－ブチルパ－オキシベンゾエ－ト、アゾビスイソブ
チロニトリル、アゾビスイソバレロニトリル、２，３－ジフェニル－２，３－ジメチルブ
タン等のラジカル発生剤を存在させることは有効である。このうち特に２，３－ジフェニ
ル－２，３－ジメチルブタンが好ましく用いられる。
【００２９】
また、好ましい変性方法としては、ラジカル発生剤の存在下に溶融混練する方法である。
また、変性の際、他樹脂を添加してもよい。
相溶化剤の具体例としては、スチレン－無水マレイン酸共重合体（ＳＭＡ）、スチレン－
グリシジルメタクリレ－ト共重合体、末端カルボン酸変性ポリスチレン、末端エポキシ変
性ポリスチレン、末端オキサゾリン変性ポリスチレン、末端アミン変性ポリスチレン、ス
ルホン化ポリスチレン、スチレン系アイオノマ－、スチレン－メチルメタクリレ－ト－グ
ラフトポリマ－、（スチレン－グリシジルメタクリレ－ト）－メチルメタクリレ－ト－グ
ラフト共重合体、酸変性アクリル－スチレン－グラフトポリマ－、（スチレン－グリシジ
ルメタクリレ－ト）－スチレン－グラフトポリマ－、ポリブチレンテレフタレ－ト－ポリ
スチレン
－グラフトポリマ－、無水マレイン酸変性ＰＳ、フマル酸変性ＰＳ、グリシジルメタクリ
レ－ト変性ＰＳ、アミン変性ＰＳ等の変性スチレン系ポリマ－、（スチレン－無水マレイ
ン酸）－ポリフェニレンエ－テル－グラフトポリマ－、無水マレイン酸変性ポリフェニレ
ンエ－テル、グリシジルメタクリレ－ト変性ポリフェニレンエ－テル、アミン変性ポリフ
ェニレンエ－テル等の変性ポリフェニレンエ－テル系ポリマ－等が挙げられる。
【００３０】
このうち特に、変性ＰＳ、変性ポリフェニレンエ－テルが好ましく用いられる。また、上
記重合体は２種以上を併用して用いることも可能である。
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相溶化剤中の極性基含有率としては、好ましくは相溶化剤１００ｗｔ％中の０.0１～２０
ｗｔ％、さらに好ましくは０.0５～１０ｗｔ％の範囲である。０.0１ｗｔ％未満では無機
充填材との接着効果を発揮させるために相溶化剤を多量に添加する必要があり、組成物の
力学物性、耐熱性、成形性を低下させるおそれがあるため好ましくない。また、２０ｗｔ
％を超えるとシンジオタクチックポリスチレンとの相溶性が低下するおそれがあるため好
ましくない。
【００３１】
　相溶化剤の配合量としては、シンジオタクチックポリスチレン樹脂と熱可塑性樹脂及び
／又はゴム状弾性体１００質量部に対して、０．１～１０質量部、好ましくは０．５～８
質量部、さらに好ましくは１～５質量部である。０．１質量部未満では無機充填材との接
着効果が小さく、樹脂と無機充填材との接着不足を生じ、１０質量部を超えて配合しても
接着性の向上は望めず経済的に不利になる。
（４）各成分の配合割合
　各成分の配合割合については、（ａ）シンジオタクチックポリスチレンが３５～９０質
量％、好ましくは５０～８５質量％、さらには７０～８５質量％であり、（ｂ）ゴム状弾
性体及び／又は主としてシンジオタクチック構造を有するスチレン系重合体以外の熱可塑
性樹脂と、（ｃ）無機充填材において、（ｂ）成分と（ｃ）成分の合計が６５～１０質量
％、好ましくは５０～１５質量％、さらには３０～１５質量％である。（ｂ）成分と（ｃ
）成分の合計量が１０質量％より少ないと耐熱性に劣るおそれがあり、６５質量％より多
いと誘電率が高くなり、望む電気特性が得られないおそれがある。
II．本発明にかかる電子部品の性状
　本発明にかかる電子部品においては、次の性状を満たしていることが必要である。
（１）１０ギガヘルツにおける比誘電率が３．５以下、好ましくは３．０以下、又は１０
ギガヘルツにおける誘電正接が０．００６以下、好ましくは０．００５以下、更に好まし
くは０．００４５以下であること。
【００３２】
▲１▼比誘電率は、ＡＳＴＭ　Ｄ　１５０に準拠して測定した値であり、１０ギガヘルツ
での値において３.5を超えると、電気信号の伝達速度が低下することから電子部品に用い
場合、様々な問題が生じるおそれがある。例えば、演算速度の低下等である。
▲２▼誘電正接は、ＡＳＴＭ　Ｄ　１５０に準拠して測定した値であり、１０ギガヘルツ
での値において０.0０６を超えると、電気信号の損失が大きくなるおそれがある。
【００３３】
▲３▼上記、比誘電率と誘電正接については、そのどちらかが上記の値を満足していれば
よい。
（２）融点が２４０℃以上、好ましくは２４５℃以上、更に好ましくは２５０℃以上であ
ること。
融点はＤＳＣ（示差走査熱量計）を用い、昇温速度２０℃／分でのピーク位置より決定し
た値である。
【００３４】
　融点が２４０℃未満であると、耐熱性が不十分であるため、リフローハンダによる回路
形成等が困難になるおそれがある。
（３）比重が１．５以下、好ましくは１．４５以下、更に好ましくは１．３以下であるこ
と。比重が１．５を超えると、電子機器自体重くなり、携帯電話等の用途に対しては望ま
しくない。
【００３５】
III．本発明にかかる電子部品の製造方法
　本発明にかかる電子部品の製造方法については特に制限なく、各々の電子部品の目的、
用途に応じて適宜選択すればよいが、好ましくは、例えば、樹脂材料に金属層をメッキし
たり、或いは樹脂材料の表面又は内部に金属板を配して成形するいわゆるインサート成形
等が用いられる。
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IV．本発明にかかる電子部品の例示
　本発明にかかる電子部品としては、特に限定されるものではなく、様々な用途に用いる
ことができるが、回路基板，アンテナ，アンテナ端子，同軸コネクター，コネクター等の
高周波部品，高周波を用いた電子レンジ等の加熱機器に好適に用いることができる。
【００３６】
【実施例】
次に、本発明を実施例及び比較例により詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例に限
定されるものではない。
〔実施例１〕
ＳＰＳ（シンジオタクチックポリスチレン、出光石油化学製「ザレック」（Ｔｍ＝２７０
℃、ＭＩ＝１５（３００℃、１.2ｋｇｆ）））を７５ｗｔ％、高密度ポリエチレン（出光
石油化学製「６４０ＵＦ」）を１０ｗｔ％、ガラスファイバー（平均径１０μｍ、旭ファ
イバーガラス社製「ＦＴ１６４」）を１５ｗｔ％を配合、ドライブレンドし、６５ｍｍφ
二軸押出機にて溶融混練してペレットを得た。
【００３７】
　次に該材料をシリンダー温度２９０℃，金型温度１３５℃の条件にて射出成形し、それ
を用いてアンテナ用同軸コネクターを製作した。このアンテナ用同軸コネクターの性状は
次のとおりであった。
（１）１０ギガヘルツにおける比誘電率は２．５であり、１０ギガヘルツにおける誘電正
接は０．００４であった。
（２）融点は２７０℃であった。
（３）比重は１．１１であった。
【００３８】
このアンテナ用同軸コネクターのＶＳＷＲ（電圧定常波比）は１.5であった。
尚、ＶＳＷＲ（電圧定常波比）はＥＩＪＡに準拠して測定した値である。
また、リフローハンダ耐熱においても２５０℃，２０秒以上の耐熱性を有していた。
〔比較例１〕
材料としてポリカーボネート樹脂（出光石油化学製「タフロンＡ２２００」）を用い、実
施例１と同様にその材料特性、アンテナ用同軸コネクターを製作したときの特性を測定し
た。
（１）１０ギガヘルツにおける比誘電率は３.7であり、１０ギガヘルツにおける誘電正接
は０.0２であった。
（２）比重は１.2であった。
（３）ＶＳＷＲ（電圧定常波比）は２.0であり、実施例１に比べ、電気信号の伝達能力が
劣り、さらにリフローハンダ耐熱においても２００℃に満たないものであった。
〔実施例２〕
実施例１で用いた材料を用いて図１に示すような端子を製作した。この端子においては、
まず全面に厚さ２０μｍの銅メッキを施し、次いでエッチングにより回路を形成させた。
この端子において、ＶＳＷＲ（電圧定常波比）は１.7であり、リフロー耐熱性も良好であ
り、高周波用中継部品として有用であることが確認できた。
【００３９】
【発明の効果】
本発明によれば、電気特性に優れ、軽量であり、さらに強度等の機械物性にも優れた電子
部品を得ることができた。
【図面の簡単な説明】
【図１】端子の概略図であり、エッチングにより「Ｈ字」状に回路が形成されている。こ
の端子の概略の大きさは１５ｍｍ×１０ｍｍである。
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